様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 2022年4月19日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）いとうちゅうしょくひんかぶしきかいしゃ
                               一般事業主の氏名又は名称 伊藤忠食品株式会社
（ふりがな）おかもと　ひとし
                   （法人の場合）代表者の氏名　代表取締役社長 岡本　均  印
住所　〒540-0001 大阪府大阪市中央区城見2丁目2番22号
法人番号　　2120001077362　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 経営ビジョン
2 中期経営計画 Transform 2022 ～領域を超えて～

	公表日
	1 2020年4月30日
2 2020年4月30日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ
1 https://www.itochu-shokuhin.com/company/vision.html
2 https://www.itochu-shokuhin.com/cms/uploads/2020/04/（東証）20200430_中期経営計画策定に関するお知らせ.pdf
 　P7.「目指す姿」において公表

	記載内容抜粋
	1 当社の経営ビジョンは「価値創造に向けて進化するグッド・カンパニーへ」である。
2 既存事業の基盤強化とリテールサポート機能進化の2本柱で新価値の創出を行っていくことを目指す姿としている。この経営ビジョン実現のための施策として、売場作りへの貢献度向上・新価値創出、社会課題解決への取組による持続的成長基盤構築を挙げている。これらの実現の為には卸売事業次世代化を支える事業基盤構築が必要であり、デジタル技術の活用を前提としている。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	1 2020年4月30日開催の当社取締役会で承認を取得
2 2020年4月30日開催の当社取締役会で承認を取得



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 2021年3月期 第2四半期決算説明資料
2 2021年3月期決算説明資料
3 2022年3月期 第2四半期決算説明資料

	公表日
	1 2020年10月30日
2 2021年4月28日
3 2021年10月29日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ
1 https://www.itochu-shokuhin.com/ir/library/pdf/material/2010kessan_setsumei_siryou.pdf
P22「トピックス①」P23「トピックス②」
2 https://www.itochu-shokuhin.com/ir/library/pdf/material/2104kessan_setsumei_siryou.pdf
P18「Transform2022取組状況」
P21「トピックス①」～P23「トピックス③」
3 https://www.itochu-shokuhin.com/ir/library/pdf/material/2110kessan_setsumei_siryou.pdf
P15「トピックス①」、P16「トピックス②」

	記載内容抜粋
	1 P22「トピックス①」においてデジタルギフトの取組を公表。
P23「トピックス②」においてWEBを活用した当社展示会の開催について公表。
2 P18「Transform2022取組状況」において重点分野での取組状況を公表。デジタルサイネージの活用、オンライン展示会の活用、デジタルギフトの活用について公表。
P21「トピックス①」において惣菜分野で注力している凍眠市場商品をデジタルギフトを活用して販売開始した旨を公表。
P22「トピックス②」においてWEB展示会開催について公表。当社が資本業務提携するエブリー社のレシピ動画アプリ「DELISH KITCHEN」のレシピとも連携。
P23「トピックス③」において製配販連携した取り組みとして、物流拠点における待機車両に関する課題解決を目的にトラック入荷受付・予約システム(N-Torus)の導入推進を図り、配送トラック待機時間削減による業務効率化を促進する旨を公表。
3 P15「トピックス①」において重点分野での取組状況を公表。
P16「トピックス②」において、前期開催したWEB展示会をより規模を拡大して開催した旨、及び、22年1月には東海展示会においてリアル開催とWEBのハイブリッド型で開催する旨を公表。
P17「トピックス③」において新基幹システム開発をスタートを公表。基幹システムの再構築 を開始 会計・営業・物流の全システムを刷新し、卸売業のDX を推進

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	1 2020年10月30日付取締役会において承認。
2 2021年4月28日付取締役会において承認。
3 2021年10月29日付取締役会において承認。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 https://www.itochu-shokuhin.com/cms/uploads/2020/01/（東証）20200130_組織変更に関するお知らせ.pdf
P1.組織変更に関するお知らせ（２）経営統括部門
2 https://www.itochu-shokuhin.com/cms/uploads/2021/01/20210129組織変更に関するお知らせ（伊藤忠食品）-1.pdf
P1.組織変更に関するお知らせ（１）営業統括部門　
3 https://www.itochu-shokuhin.com/cms/uploads/2022/01/（東証）20220131組織変更に関するお知らせ.pdf
P1.組織変更に関するお知らせ（１）営業統括部門　⑦営業統括部門⇒リテール本部
P2.（２）管理統括部門・経営統括部門

	記載内容抜粋
	1 2020年4月1日付で、次期基幹システム導入に向けて新基幹システムプロジェクト推進部を経営統括部門、情報システム本部内に新設することを2020年1月30日取締役会にて決議。
2 2021年4月1日付で、営業企画本部営業企画部をDK事業部としデジタルサイネージ事業を専門的に行う組織とすることを2021年1月29日取締役会にて決議。
3 2022年4月1日付で、DX推進の加速、役割を内外に明確化すべく情報システム本部内の情報システム部をIT・デジタル推進部に改称しDX推進メンバーを集約。消費者起点のビジネスを推進する為、営業企画本部のリテール本部への改称及び経営企画本部内に重点分野の取組を更に加速させることを目的に経営企画部の新設することを2022年1月31日取締役会にて決議。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	2022年3月期 第2四半期決算説明資料に記載し公表。
https://www.itochu-shokuhin.com/ir/library/pdf/material/2110kessan_setsumei_siryou.pdf
P15 トピックス①重点分野の推進
P16 トピックス②初の総合WEB展示会を開催
P17 トピックス③新基幹システム開発スタート

	記載内容抜粋
	トピックス①重点分野の推進
デジタルサイネージ技術の利用。動画レシピアプリと連動しOMO(Online Mergers with Offline)の確立に向けた
取組継続。
デジタルギフト/ギフトカードビジネスを拡充
トピックス②初の総合WEB展示会を開催
デジタル技術を使ったWEB展示会を開催。リアル/WEBでのハイブリッド型展示会も開催。
トピックス③新基幹システム開発スタート
基幹システムのクラウドオープン化について言及。
ホストコンピュータからクラウドオープン化へ長期的なシステム運用・保守基盤の確保



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 中期経営計画 Transform 2022 ～領域を超えて～
2 2021年3月期決算説明資料

	公表日
	1 2020年4月30日
2 2021年4月28日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ
1 https://www.itochu-shokuhin.com/cms/uploads/2020/04/（東証）20200430_中期経営計画策定に関するお知らせ.pdf
P8.Transform2022 2020年度定量計画
2 https://www.itochu-shokuhin.com/ir/library/pdf/material/2104kessan_setsumei_siryou.pdf
P5. 2021年度定量計画

	記載内容抜粋
	当社においては戦略の達成状況に関わる指標は全てビジネス軸で設定されていることからデジタル技術活用の達成度の観点では対外公表しておらず、全社決算の当期純利益に包含されている。但し、社内では組織別に定量管理されており、デジタルサイネージに関しては、サイネージ導入状況や広告獲得件数・金額が営業本部毎に、デジタルギフトに関してはリテール本部内で、物流効率化に関してはロジスティクス本部内でそれぞれ目標設定・KPI管理しているが、競争上の理由により非開示としている。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 2018年4月1日
2 2021年8月31日

	発信方法
	1 当社ホームページ「社長ごあいさつ」
https://www.itochu-shokuhin.com/company/greeting.html
2 コーポレートレポート2021 
https://www.itochu-shokuhin.com/ir/library/pdf/corporate/report_2021.pdf
P7～P9 社長メッセージ
半期ごとの決算説明資料において進捗上表を公表・発信
3 2021年3月期 第2四半期決算説明資料
https://www.itochu-shokuhin.com/ir/library/pdf/material/2010kessan_setsumei_siryou.pdf
P22「トピックス①」、P23「トピックス②」
4 2021年3月期決算説明資料
https://www.itochu-shokuhin.com/ir/library/pdf/material/2104kessan_setsumei_siryou.pdf
P18「Transform2022取組状況」
P21「トピックス①」～P23「トピックス③」

	発信内容
	1 当社は、長年に渡り培った卸機能をさらに磨き上げると同時に、IoTやAIなど「第4次産業革命」とも呼ばれる技術革新時代の酒類・食品卸として未来に向けた挑戦を続けることで、より高い付加価値機能を提供し、今後もステークホルダーの皆様の期待にお応えできるよう、さらなる「グッド・カンパニー」を目指してまいります。
2 卸のビジネスモデルを進化させ持続的成長基盤の構築へ
3 P22「トピックス①」においてデジタルギフトの取組を公表。
P23「トピックス②」においてWEBを活用した当社展示会の開催について公表。
4 P18「Transform2022取組状況」において重点分野での取組状況を公表。デジタルサイネージの活用、オンライン展示会の活用、デジタルギフトの活用について公表。
P21「トピックス①」において惣菜分野で注力している凍眠市場商品をデジタルギフトを活用して販売開始した旨を公表。
P22「トピックス②」においてWEB展示会開催について公表。当社が資本業務提携するエブリー社のレシピ動画アプリ「DELISH KITCHEN」のレシピとも連携。
P23「トピックス③」において製配販連携した取り組みとして、物流拠点における待機車両に関する課題解決を目的にトラック入荷受付・予約システム(N-Torus)の導入推進を図り、配送トラック待機時間削減による業務効率化を促進する旨を公表。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2022年4月

	実施内容
	「ＤＸ推進指標」による自己分析を行いＩＰＡ自己診断結果サイトに入力を行っている。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　2005年4月頃　～継続中

	実施内容
	・当社では情報管理規定、ITセキュリティ規則制定し運用している他、各システムは情報システム管理規定に定められたセキュアなシステムの構築、リカバリー手法のガイドラインに則り開発されている。各規定は情勢に合わせて改訂を実施している。

・社内イントラネットを通じた啓蒙活動や標的型攻撃メール訓練、セキュリティe-learningを毎年定期的に実施。また各部署でITセキュリティ担当者を任命し定期的に情報交換を実施。

・IT全般統制に於いて毎年セキュリティ管理の整備・運用状況評価を実施。直近で指摘事項等はなし。

・2年度毎のプライバシーマーク更新時に審査実施。直近では2021年4月に審査実施の指摘事項に対応し7月付与適格決定頂いた。

・直近でセキュリティ事案は発生していない。セキュリティ事案発生時に備え危機管理対策規定において被害を最小限に抑える体制・ルールを整備している。




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

